





























研究成果の概要（英文）：This body of research reviewed the postwar Japan marketplace under a 
concept to build a history research of management and labor, and to seek a new way of working to 
overcome a modern view of the labor. By analyzing contemporary studies as historical archives, a 
new historical image was visualized. This is also an attempt aiming to combine an evolvement of 
external labor market and an internal labor market theory by practical reviews regarding the 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2008年度 1,190,000 357,000 1,547,000 
2009年度 1,040,000 312,000 1,352,000 
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1947 年 11 月 職業安定法 
1947 年 12 月 失業保険法 
1949 年 日雇失業保険法 
1949 年 4 月 緊急失業対策法 
1949 年 緊急就労対策事業 
1955 年 特別失業対策事業 
1956 年 臨時就労対策事業（1962 年廃止） 
1958 年 職業訓練法 
1958 年 5 月 駐留軍関係離職者等臨時措置法 




1963 年 7 月 職業安定法及び緊急失業対策法の一
部を改正する法律案 
1966 年 7 月 雇用対策法 
1967 年 3 月 第一次雇用対策基本計画 
1969 年 新職業訓練法 
1971 年 中高年齢者等の雇用の促進に関する
特別措置法（中高年雇用促進法） 
1971 年 農村地域工業導入促進法 
1972 年 工業再配置促進法 
1973 年 8 月 第二次雇用対策基本計画 



































1966 年版、第 36 集、74 頁。 
註）原資料は、労働省「個人別賃金調査」1954 年、同「賃金
実態総合調査」1961 年、同「賃金構造基本統計調査」1964


































 1000 人以上 勤 続 年 数
（年） 
年齢 1954 年 1961 年 1964 年 標準 
労働者 
18 未満 120.8 108.9 106.1 1 
18 未満 137.7 115.2 111.3 2 
18～19 106.9 105.6 97.1 3～4 
20～24 134.3 120.0 113.8 5～9 
25～29 154.7 150.8 128.2 10～14 
30～34 170.3 156.3 146.5 15～19 
35～39 190.4 172.5 165.8 20～29 
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